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56 調査と研究 第15号 (1998.4)
第 1表 環境政策の推進過程
年代 経 済 局 面 環境政策局面 環境関連政策推移 主 な
出 来 事195056789 産業復 興期 環境政策の形 東京都,工場公害防止条例制定 (49) 四日市
石油コンビナート(重化学工業 成期 (産業公 大阪腐,公害防止条例制定 (54)
工業用水法制定 (56)育成施策期)(8.8%) 害問題発生 .拡散期) 計画着手 (5
5)水俣病公式発見 (56)水質保全2法制定 (58)煤煙規制法制定 (62)地下水採取規 法制定 (62) 四日市嘱息患者大量発生(60)新潟水俣病 者発生
(60)新潟水俣病,四日市嘱
息高度成 長期(所得倍増10ケ年計画)9.7%) 公害対策基本法制定 (67)環境政策
の確立期 (公害対策の充実 .強化 ) 大気
汚染防止法制定 (68) 第 1次提訴 (67)水質 濁 70 公害国会開催 70
公害無過失責任原則導入 (72)
環境庁発足 (71)石油ショック(2.8%)
公害健康被害補償法制定 (73) 四日市公害裁判原告勝訴SOX総量規制導入 (74)N 環境基準の緩和 (78)水質 制の導入 (78)導入 1環境影響評価法案の廃案 8の改正-負担
規定の見直し (87) (
72)ウィー ン条約,モントリオ-安 定成長 期(4.3%) 環境政策の調整 期 (都 市壁 .生活型汚
染問題) オゾン層保護法制定 (88) ル議定書加入 (88
)再 リサイクル法制定 (91) 経団連,地球環境憲章
制低 成 長 期 編期 (リサイ 自動車
NOX総量抑制法制定 (92) 定 (91)クル,地
球環 環境基本法制定 (93)(1.1%) 境問題
) 容器包装リサイクル法制定 (95)荏 :( )内は年平均経済成長率,( )内の数値は年度｡資料 :経済企画庁資料 (『経済白書』,平成9年版),環境庁資料 (『環境自書』,各年度版)などを基に
























主な環境規制 技術 開発部門 設 備 投 資 部
門･煤煙規制 (62) ･集合高煙突開発 (63) ･大気関係 :電気集じん器,高層煙突 (12
0m),･排煙脱硫 (湿式,乾式) 重油ボイラ発










































































































































新潟水俣病 四日市嘱息 イタイイタイ病 熊本
水俣病提 訴 1967年 6月 1967年9月 1968年 3月
1969年6月判 決 1971年 9月 1972年7月 72年8月
(2審) 1973年8月請 求 額 5億2,267万円 2億58万円 1億5
,120万円 15億8,825万円判 決 額 2億7,000万円 8,821万
円 1億4,820万円 9億3,700万円被 告 昭 和
電 工 四日市コンビナー ト6社 三井金属工業 チ ッ ソ事件概要 化学会社の排水に含
石油化学5社,電力 鉱業会社が排出した 化学会社の排水に含有する有機






















































60 調査と研究 第15号 (1998.4)
第5表 環境政策の確立期における企業の主な環境対策
年代 主な環境規制 技術開発部門 設備投資
部門99年代 ･SOXK値規制, ･重油脱硫技術開発着手 ･大気関係 :高層煙突 (着地
濃度低減),後半 騒音規制 (68) (67) 重
油脱硫装置 (間接法)･排煙脱硫(活性化炭法) ･水質関係 :空
冷式冷却装置,活性汚泥処技術開発着手 (6
7) 理設備 (BOD低減)7LO年代 ･水質濃度規制, ･排煙脱硫装置実用化 ･大気
関係 :集合高層煙突 (140-180m別半 廃棄物処理規制 (乾式72年,湿式73年
) 級),電気集 じん器,脱硫設備 (NaOH(7
0) ･排煙脱硝技術開発着手 法,石灰石膏法)･SOX総量規
制 (73) ･水質関係 :活性汚泥処理設備,凝集加圧(74)
浮上設備,テレメータシステム･廃棄物関係 :廃棄物焼却炉79年代 ･振動規制 (76) ･排煙脱硝装置実用化 ･大気関係 :排ガス混合装
置 (NOX低減),後半 ･水 質総量規制 (77) 湿式電気集じん器
(78) ･自動車3元触媒技術開
































































































































62 調査と研究 第15号 (1998.4)
第6表 1980年代以降の企業の主な環境対策
年代 主な環境規制 技術開発部門 設備投資
部門聖年代 ･NOX総 量 規 制 ･コンピュータ電気集 ･大気関係 :脱硝設備 (NH3
還元法),低別半 (81) じん器開発 (83) NOXバーナー,電気集じん器･水質関係 :活性汚泥処理設備,凝集沈殿設備 (SSの沈殿分離
),テレメータ装置誉0年代 ･廃棄物処分場から ･電気自動車 .燃料電 ･大気関係 :
脱硝設備,脱硫設備(MgOH後半 の有害物質の
地下 池技術開発 (85頃) 法)への浸透規制 ･有機汚濁のリサイク
･水質関係 :活性汚泥処理設備,COD自ル技術研究 (8
7) 動分析装置･廃棄物関係 :廃棄物焼却炉90年代 ･生 活 排 水 規 制 ･排煙脱炭装置(CO2 大気関係 :脱硝設備,脱硫設備(MgOH
(90) 固定)技術開発 法),高性能電気集塵装置･自動車 NOX総量 ･廃棄物発電技術開発 ･水質関係 :活性
汚泥処理設備,SS除去規制 (92) ･排水中のア















































既 進 出 将 来 進 出 予
定会社数b 件数b 会 社
数 件 数環境負荷を低減させる装置 146(96) 416(237
) 98 260環境への負荷の少ない製品 154(197) 7
7(116) 91 138環境保全に資するサービス 62(1
02) 18(27) 53 115社会基盤の整備に関する物
89(229) 37(57) 61 127合
計 451(624) 548(437) 303 640荏 :aは906社を対象
























































64 調査と研究 第15号 (1998.4)
第8表 公害防止投資関連助成制度 (1996年3月現在)
環境対策助成制度 大気汚染防止対策 汚設水処 騒設也El防 産処業理廃麺 廃処棄理物用 環研
境究昼開煤施煙設 粉施塵設 脱設
フ備 軽設油備処 防 ロ 脱 哩 止 棄設 再麺 術発
理 止 ン 疏 施 施 物 生設 の(中小企業向け融資
)中小企業金融公庫 ○ ○ ○
〇一 ○ ○ ○ ○国民金融公庫 ○ ○
(⊃ ○ ○ ○ ○中小企業設備近代化資金 ○ ○
(⊃中小企業事業団 ○ ○
○ ○環 境 事 業 団 (⊃ ○ (
⊃ ○(大企業向け融資)日本開発銀行 ○
(⊃ ○ ○ ○ ○ ○ ○北海道東北開発公庫 ○沖縄振興開発金融公庫 (⊃ ○(税制)特 別 償 却 率耐用年数の短縮 18/100 a18/1
002/3課税 18/1003年 2/3課税 b30/1002/3課税 18/100○ 18/1002/3課税 18/100非課税 25/1003年
2/3課税固 定 資 産 税 (減税)税 額 控 除 1/6課税 非課税 ○ C注a:特定粉塵のみ,b:一般粉塵,特定粉塵の場合1/6課税,


































物 質 測 定 基 準 米国環境基準 日本環境基準
備 考粒 子 状 物 質 24時間平均 0.15mg/m3 0.long/m3 日
本のほうが厳しい二 酸 化 硫 黄 3時間平均 0.5ppm 0.1pp
ma 日本のほうが厳しい一酸 化 炭 素 8時間平均 9ppm 20pp
m 日本が緩いが,達成率は100%二 酸 化 窒 素 年平均 0.053ppm 0.02-0.03ppm のほう 厳しい
注 a:1時間平均 第 1図 公害規制法の











































66 調査と研究 第15号 (1998.4)
第10表 直接規制の分類
区 分 方 法 項
目規制根拠 国の法律 環境基本法,大気汚染防止法,水質汚濁防止法 等地方自治体の条例 県条例,市条例
,指導要綱 等公害防止協定 県,又は,


























































第 2図 法律 ･条例 ･協定の規制基準値比較
320320(Nm3/H)250 160(mg/1)R苫 150(mg/Nm3)80 546
(mg/1)535
規制基準 法律 条例 協定 法






















































68 調査と研究 第15号 (1998.4)
第3図 硫黄酸化物の排出量の削減の寄与度
































































果硫黄酸 ･排出基準設定 (68) ･排煙脱硫装置の設置 :102基 (70)-2099
(92)化物 ･K値規制導入 (68) ･SOX排出濃度 (一般局):0.055ppm(68)-0.
005(93)･総量規制導入 (74) ･SOX排出量 :OECD諸国平
均の1/8(93)窒素酸 ･排出基準設定 (68) ･排煙脱硝装置の設置 :5基
(72)-826(92)化物 ･濃度規制導入 (73) ･NOX排出濃度 (一般局):0.0 pp
m(70)-0.017(93)･総量規制導入 (81) ･窒素酸化物排出量
:OECD諸国平均の1/5(93)自動車 ･排ガス許容限度設定 (74) ･SOX排出濃度 (自排局):0.
025ppm(73)-0.007(93)排ガス ･車種規制実施 (93) ･NOX排出濃度 (自排局
):0.048ppm(75)-0.034(93)注 :( )内の数値は年度,環境庁 『環境白書』の各年度版を基にして作成｡
第12表




-46.1(93)海域 :70.7% (74) 795
3)-BOD達成率-河川 :51.3% (80)-77.3(9廃棄物 ･適正処理 :
処理施設及び方法に ･一般廃棄物排
出量 :4218万 トン (75)-5044万関する基準設定 (70) (90)再資源化 リサイクル法による ･産業廃棄物排出量 :2.億 トン (75)-4億 (9
1)事業者の判断基準設定 ･リサイクル率-
古 紙 :47.1%(83)-55(94)-ガラス 13 (8



















































































































産業公害時代 (1960,70年代) 地球環境時代 (1980,90年代






導型施策 政府 .業界との協力強化企業の環境対策 規制基準のクリアに
重点 環境憲章 .倫理などソフト面も重視汚染物質排出の除去




国際比較国 名 機 関 名 称 設立年 年 間
予 算 b 職員数(人)b日 本 環境庁 1971 637億円 9
61アメリカ 環境保護庁 1970 59億 ドル (7670億円)
18,167イギリ ス 環境省 1970 14億ポンド
(3220億円) 29,200フランス 環境省 1971 8.6億フラ
ン (206億円) 995オランダ 住宅 .計画 .環境省 1982 11億ギルダー (72
億円) 8,000韓 国 環境部 (省) 1980a 2697億園 (426億円) 1132注a:
1994年改組｡b:日本93年,アメリカ･フランス91年,イギリス90年,オランダ･韓国92年基準,為替レー トは当該年の基準｡
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